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2018 年第 8 号 
 
今回のテーマ︓財政部より一般企業財務報告書フォーマット修正の通知 
2018年6月26日、財政部が「2018年度⼀般企業財務報告書フォーマット修正及び配布の通
知」（財会[2018]15号）を公表した。2018年1月1日から段階的に実施された新⾦融商品
準則及び新収益準則、及び企業会計準則実施中の関連状況に対し、⼀般企業財務諸表の
フォーマットを改訂した。新⾦融商品準則及び新収益準則を未実⾏の会社、及び新⾦融商品
準則あるいは新収益準則を実⾏した会社それぞれに対し財務諸表のフォーマットを提供した。 
 
新旧フォーマットのののの重要な修正内容 

勘定科目 状
態 

新⾦融商品準則及び 
新収益準則未実⾏の会社 

新⾦融商品準則あるいは 
新収益準則を実⾏した会社 

1． 貸借対照表    

売買目的⾦融資産 
/ 
売買目的⾦融負債 

増
加 

変更なし 
「公正価値をもって測定しかつその変動を
当期の損益に計上する⾦融資産」及び
「公正価値をもって測定しかつその変動を
当期の損益に計上する⾦融負債」勘定
を使用する。 

貸借対照表日に企業が公正価値をもっ
て測定しかつその変動を当期の損益に計
上する⾦融資産/⾦融負債に分類され
る⾦融商品、及び公正価値をもって測
定しかつその変動を当期の損益に計上す
る⾦融資産/⾦融負債に直接指定され
る⾦融商品の期末帳簿価額を反映す
る。 

受取⼿形及び売掛⾦ 
/ 
⽀払⼿形及び買掛⾦ 

修
正 

元の「受取⼿形」、「売掛⾦」科目を「受
取⼿形及び売掛⾦」科目に統合する。 
元の「⽀払⼿形」、「買掛⾦」科目を「⽀
払⼿形及び買掛⾦」科目に統合する。 

同左 

その他未収⾦ 
/ 
その他未払⾦ 

修
正 

元の「未収利息」、「未収配当⾦」科目
を「その他未収⾦」科目に合併する。 
元の「未払利息」、「未払配当⾦」科目
を「その他未払⾦」科目に合併する。 

同左 

契約資産 
/ 
契約負債 

増
加 

変更なし 新収益準則に基づき、企業が自身の履
⾏義務及び代⾦受取の関係に基づき貸
借対照表に契約資産あるいは契約負債
を表示しなければならない。 

債権投資 
増
加 

変更なし 貸借対照表日に企業が償却原価に基
づき測定する⻑期債権投資の期末帳簿
価額を反映する。 

その他債権投資 
/ 
その他持分⾦融商品投資 

増
加 

変更なし 貸借対照表日に企業が公正価値をもっ
て測定しかつその変動をその他包括利益
に計上する⻑期債権投資/非売買目的
持分⾦融商品投資の期末帳簿価額を
反映する。 



勘定科目 状
態 

新⾦融商品準則及び 
新収益準則未実⾏の会社 

新⾦融商品準則あるいは 
新収益準則を実⾏した会社 

その他非流動⾦融資産 
増
加 

変更なし 貸借対照表日より⼀年後以降に期限が
到来かつ⼀年以上保有すると予測され、
公正価値をもって測定しかつその変動を
当期の損益に計上する非流動⾦融資
産の期末帳簿価額を反映する。 

固定資産 
修
正 

元の「固定資産処分」科目を当該科目
に合併する。 

同左 

建設仮勘定 
修
正 

元の「工事物資」科目を当該科目に合
併する。 

同左 

2． 損益計算書    

研究開発費用 
増
加 

元の「管理費用」科目から当該科目を分
離する。 

同左 

財務費用--その内︓⽀払
利息、受取利息 

増
加 

元の「財務費用」科目のその内訳項目に
「⽀払利息」、「受取利息」を表示する。 

同左 

信用減損損失 
増
加 

変更なし 企業が CAS 22 の要求により、計上した
各⾦融商品の減損損失から形成する予
測信用損失を反映する。 

エクスポージャーに対するヘッ
ジの収益（損失は「－」で
表記） 

増
加 

変更なし エクスポージャーに対するヘッジ対象項目
の累計公正価値変動から当期損益に
計上する⾦額、あるいはキャッシュフロー・
ヘッジから当期損益に計上する⾦額を反
映する。 

 
お⾒逃しなく 
 当通知は企業会計準則を実⾏する企業の財務報告書作成にのみ適用する。 
 2017 年 12 月 25 日に公表された「⼀般企業財務報告書フォーマット修正及び配布の通知」（財会

[2017]30 号）は廃止される。 
 企業は関連する業務が存在しない報告書項目に対して、企業自身の実際状況に応じて、必要な削減ができ、

重要性原則に基づき企業自身の実際状況に応じて、単独表示の必要のある報告書項目を追加する事ができ
る。 

 当該修正は貸借対照表日が2018 年 6 月 30 日以後の財務諸表に適用され、比較期間の比較データも調整
しなければならない。 
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